
 

若若者者のの自自殺殺対対策策をを推推進進すするるたためめのの地地域域ネネッットトワワーーククのの構構築築  

北多摩西部保健医療圏 

実 施 年 度 開始  令和６年度、   終了（予定） 令和７年度 

背 景 

・全国の小中高生の自殺者数は、近年増加傾向が続き、警察庁自殺統計によれば、
令和６年は５２９人となり過去最多を更新している。自殺者のうち、２０歳未満の
割合について、令和５年は、全国で３．７％、東京都で４．６％であるのに対し、
当圏域では５．１％となっており、自殺者における若者の割合が高い状況にある。 
・当所においては、圏域内の救命救急センターの精神科医師や、定時制・通信制高
校等からの生きづらさを抱えた若者についての相談が寄せられるようになってお
り、その中には複雑困難化した事例も多い。かねてより、当所では、圏域内におけ
る自殺対応関連施策の充実、強化を目指し、圏域６市の自殺対策担当者連絡会を開
催して各市での取組の情報交換や情報共有を実施してきており、また、圏域６市を
含む、地域の医療・教育・行政・福祉の関係機関でもそれぞれの取組が実施されて
きたが、生きづらさを抱えた若者に対応し、若者の自殺対策を推進していくために
も、地域の関係機関がネットワークを構築し、連携して支援を行っていくことが必
要であるとの課題認識に至ったことから、本事業を実施することとした。 

目 標 

（全体目標） 
自殺対策に関わる地域関係者の連携の強化と相談ネットワークを構築し、生きづ

らさを抱えた若者に対しての包括支援を推進する。 
（令和６年度目標） 
１ 若者の自殺を取り巻く現状と地域課題を明確化する。 
２ 圏域内における関係機関等の連携・協力のあり方を明確化する。 
３ 若者が前向きに生きることを選択できるような支援方法を構築する。 

事 業 内 容 

（令和６年度実施内容） 
１ 地域関係者へのヒアリング【目標１】 
・若者の自殺を取り巻く現状と地域課題の抽出のため、若者の支援機関にヒアリン
グを実施（医療２・教育３・児相１・社協６・NPO１、計１３機関）。 
２ 若者の自殺対策推進ネットワーク会議の設置・開催【目標１・２】 
・圏域６市、医療機関、定時制・通信制高校教員、児童相談所、社会福祉協議会、
NPO 団体を構成員とする「若者の自殺対策推進ネットワーク会議」を設置・開催。 
３ 地域関係者向けの自殺対策講演会の実施【目標２】 
・定時制・通信制高校教員等支援関係者を対象とした講演会を実施。 
４ 若者に有効な情報発信について検討【目標３】 
・NPO 法人に協力を依頼し、定時制・通信制高校の高校生に、若者に有効な情報発
信についてインタビューを実施。 
・子ども・若者の言語化をサポートするガイドブックの案を作成し、都立砂川高校
１年生を対象としたアンケート調査を実施。 

評 価 

・地域関係者へのヒアリングにより、若者の現状・課題として「言語化が苦手で孤
立しやすいこと」、支援者の現状・課題として「支援先がわからず一機関で抱えて
しまうこと」を抽出した。 
・新たに設置したネットワーク会議での事例検討や意見交換等を通し、関係機関同
士の現状・課題や各機関の役割、連携のあり方について共有し、理解を深めた。 
・講演会では、参加者から「若者の背景・特性と対応方法の理解ができた」「各機
関の役割の理解ができた」「関係者の連携強化の参考になった」という好意的な評
価が得られ、参加者の若者の背景・特性と対応方法の理解及び、連携に対する意識
の向上に寄与することができたと考えられる。 
・高校生へのインタビューやアンケートを実施することで、子ども・若者の言語化
をサポートするガイドブックの案作成に生かすことができた。 
・令和 6 年度事業により、ネットワークでの支援には、医療・教育・行政が連携し、
互いに一歩踏み込んだ対応をとることが必要である一方、関係機関は、相互理解の
不足や連携に対する意識の相違等により、連携の難しさを感じていることがわかっ
た。引き続き、会議や講演会を通して、関係機関の相互理解を深め、連携に対する
意識の共有を図るとともに、支援者が一歩踏み込んだ対応をとるための方策につい
て検討を進め、地域ネットワークの強化を図る必要がある。 

問 合 せ 先 
多摩立川保健所市町村連携課企画調整担当・市町村連携担当 
電話 042-524-5171（内 1142）FAX 042-528-2777 
E-mail S1153305@section.metro.tokyo.jp  
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（図３） （図４） 

１１  事事業業背背景景  

（（１１））北北多多摩摩西西部部保保健健医医療療圏圏のの若若者者のの自自殺殺のの現現状状ににつついいてて  

全国の小中高生の自殺者数は、近年増加傾向が続き、警察庁自殺統計によれば、令和６年は５

２９人となり過去最多を更新している（図１）。中でも、高校生の自殺者数が最も多いが、全日制

に比べ、定時制・通信制の自殺死亡率が高く、自殺の動機・原因として、健康問題、特に精神疾

患に関する悩みや影響が大きいという傾向がある※。また、自殺者のうち、２０歳未満の割合につ

いて、令和５年は、全国で３．７％、東京都で４．６％であるのに対し、当圏域では５．１％と

なっており、自殺者における若者の割合が高い状況にある（図２）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（（２２））北北多多摩摩西西部部保保健健医医療療圏圏のの特特徴徴  

当圏域には、交通の便のいい立川市を中心に、定時制・通信制高校が多く設置されている（図

３）。一方で、精神科の病床数、外来及び診療所数は、他圏域と比較して少ない状況である（図４）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

  

  

厚生労働省自殺対策推進室「自殺の統計：各年の状況」より

多摩立川保健所作成 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/huk

ushi_kaigo/seikatsuhogo/jisatsu/jisatsu_year.html 

(図１) (図２) 

厚生労働省自殺対策推進室「自殺の統計：地域における自殺

の基礎資料（令和５年）・令和５年自殺日集計」より多摩立川

保健所作成 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/huk

ushi_kaigo/seikatsuhogo/jisatsu/jisatsu_kiso_r5.html 

※出典：令和 5 年 3 月 30 日厚生労働省自殺総合対策の推進に関する有識者会議資料 1-2「令和 4 年の「児童生徒の自殺」」 

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_31755.html 
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（図４） 

（（３３））多多摩摩立立川川保保健健所所ににおおけけるる取取組組のの状状況況  

多摩立川保健所においては、近年、圏域内の救命救急センターの精神科医師や、定時制・通信

制高校等からの生きづらさを抱えた若者についての相談が寄せられるようになっており、その中

には複雑困難化した事例も多い。 

かねてより、当所では、圏域内における自殺対応関連施策の充実、強化を目指し、圏域６市の

自殺対策担当者連絡会を開催して各市での取組の情報交換や情報共有を実施してきており、また、

圏域６市を含む、地域の医療・教育・行政・福祉の関係機関でもそれぞれの取組が実施されてき

たが、生きづらさを抱えた若者に対応し、若者の自殺対策を推進していくためにも、地域の関係

機関がネットワークを構築し、連携して支援を行っていくことが必要であるとの課題認識に至っ

たことから、本事業を実施することとした。 

 

２２  事事業業目目標標  

 以上の背景から、圏域内の生きづらさを抱えた若者が安心して自分らしく暮らすために、地域

ネットワークで支援していくことを目指し、以下の目標を設定した。 

（全体目標） 

自殺対策に関わる地域関係者の連携の強化と相談ネットワークを構築し、生きづらさを抱えた

若者に対しての包括支援を推進する。 

（令和６年度目標） 

１ 若者の自殺を取り巻く現状と地域課題を明確化する。 

２ 圏域内における関係機関等の連携・協力のあり方を明確化する。 

３ 若者が前向きに生きることを選択できるような支援方法を構築する。 

 

３３  令令和和６６年年度度事事業業実実績績  

（（１１））地地域域関関係係者者へへののヒヒアアリリンンググ【【目目標標１１】】  

地域の現状把握と課題抽出のため、立川市を中心とした若者の支援機関等にヒアリングを実施

した。圏域内に定時制・通信制高校が多い状況から、事業のターゲットを定時制・通信制高校の

生徒に設定し、１３機関（医療機関２、定時制高校１、通信制高校２、児童相談所１、社会福祉

協議会６、NPO 法人１）をヒアリング対象機関として選定した。 

 ヒアリングからは、以下（図４）のとおり課題を抽出するとともに、対応策の検討を行った。 
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（（２２））若若者者のの自自殺殺対対策策推推進進ネネッットトワワーークク会会議議のの設設置置・・開開催催【【目目標標１１・・２２】】  

ヒアリングを踏まえ、地域課題の共有や効果的なネットワークのあり方等について検討するこ

とを目的として、新たに、圏域６市自殺対策担当者・相談担当保健師、医療機関、定時制・通信

制高校教員、児童相談所、社会福祉協議会、NPO 団体を構成員とする「若者の自殺対策推進ネッ

トワーク会議」（以下「ネットワーク会議」という。）を設置した。 

令和６年度はネットワーク会議を３回開催し、各機関における若者支援の取組や、相談があっ

たときの対応方法等を共有し、関係機関同士の役割の理解を深めるとともに、各機関で感じてい

る課題やよりよい連携のあり方等について、意見交換を行った（表１）。この意見交換を通して、

「支援者が一歩踏み込んだ対応をとるためにはどうしたらいいか」「生徒に相談してもらうために

はどうしたらいいか」という二つの課題を抽出し、令和７年度に検討を進めていく。 

（表１）ネットワーク会議の開催概要 

開開催催日日程程  開開催催方方式式・・会会場場  内内容容  

第 1 回 

令和 6年 10 月 4 日 

集合形式 

・多摩立川 

保健所講堂  

＜議事＞ 

１ 本会議の位置づけについて 

２ 若者の自殺対策推進ネットワークについて 

３ 意見交換 

テーマ：定時制・通信制高校に通う生きづらさを抱えた高校

生の支援と連携について 

第 2 回 

令和 6 年 12 月 23

日 

集合形式 

・多摩立川 

保健所講堂 

＜議事＞ 

（１）第 1 回会議から見えたテーマと対応策の検討について 

（２）意見交換 テーマ：関係機関同士の役割の理解 

（３）こども・若者が安心して気持ちを出せるコミュニケー 

ションツール（予防のための普及啓発媒体）について 

＜報告事項＞ 

（１）都の自殺対策の取組について（若年層の自殺防止） 

※保健政策部健康推進課からの事業紹介 

（２）今後の事業実施予定について 

第 3 回 

令和 7年 3 月 

書面開催 ＜議事＞ 

（１）若者の自殺対策推進ネットワーク会議及び圏域６市 

自殺総合対策担当者連絡会の実施状況について 

（２）来年度の事業実施予定について 

＜報告事項＞ 

（１）自殺対策講演会実施状況について 

（２）子ども・若者の言語化をサポートするガイドブック 

  について 

（（３３））地地域域関関係係者者向向けけのの自自殺殺対対策策講講演演会会のの実実施施【【目目標標２２】】  

高校生の支援に携わる圏域内の定時制・通信制高校の関係者（教員・その他支援関係者）を対

象とした講演会を実施した。圏域内定時制・通信制高校（協力施設含む）24 施設、ネットワーク

会議関係機関（6 市（健康主管課、子育て支援主管課、障害福祉主管課及び生活福祉主管課）、社

会福祉協議会、NPO、児童相談所、保健所）等に周知し、当日は 29 名の参加があった（表２）。 

アンケート回答では「若者の背景・特性と対応方法の理解」について「よくできた」「できた」

を合わせて 100％、「各機関の役割の理解と関係者の連携強化」についても「とても参考になった」
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「参考になった」を合わせて 100％であった。また、他機関の視点や活動を知ることが出来た、

他機関に積極的にアプローチしていきたい等の回答もあり、参加者の若者の背景・特性と対応方

法の理解及び、連携に対する意識の向上に寄与することができたと考えられる。 

（表２）自殺対策講演会の概要 

テテーーママ  生きづらさを抱えた若者を“ひとり”にしない！ 

～みんなが自分の未来を描けるような伴走型支援と地域ネットワークの強化に向けて～ 

日日  時時  令和７年２月１４日（金）午後２時から午後５時まで 

※講義のみアーカイブ配信（都保健所 YouTube チャンネルで限定公開） 

令和７年３月２６日（水）から同年４月１１日（金）まで 

場場  所所  多摩立川保健所 ２階講堂 

目目  標標  １ 関係者が、生きづらさを抱えた若者の背景や特性を理解できる 

２ 関係者が、生きづらさを抱えた若者への対応方法を深めることができる 

３ 関係者が、関係機関の役割を理解し、連携強化へ繋げることができる 

内内  容容  １部 講義 

講師：安藤 久美子 氏 

 東京科学大学（旧東京医科歯科大学）准教授・精神科医 

 テーマ：臨床現場における子ども・若者の自殺の現状と支援について 

２部 グループワーク 

テーマ：事例から地域の支援機関でできることを考える 

 

 

 

 

 

 

 

 

（（４４））若若者者にに有有効効なな情情報報発発信信ににつついいててのの検検討討【【目目標標３３】】  

アア  若若者者へへののイインンタタビビュューーのの実実施施  

 若者に有効な情報発信についての検討にあたり、ネットワーク会議委員である認定 NPO 法人育

て上げネットに協力を依頼し、定時制・通信制高校の高校生に、若者に有効な情報発信について

のインタビューを実施した。 

 インタビューでは、相談窓口やリーフレットについて「相談した後にどうなるのか仕組みが知

りたい」「おおごとにされたくない」「リーフレットはふらっと一人でいったところにあるといい」

「頼ってもいいというメッセージが伝わるものがいい」「相談の時の“言うことテンプレート”は

ほしい人がいると思う」等様々な意見が聞かれた一方で、「パンフレットがあっても死にたい気持

ちはなくならず、これだけでは足りない。根本的な問題はもっと違うところにあり、別のアプロ

ーチも考えてほしい」という意見もあった。 

２部 グループワークの様子 講師 安藤久美子先生 
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（図５） 

イイ  子子どどもも・・若若者者のの言言語語化化ををササポポーートトすするるガガイイドドブブッックク案案のの作作成成及及びびアアンンケケーートトのの実実施施  

 アで実施したインタビューの内容を踏まえ、子ども・若者の言語化をサポートし、相談・支援

につなぐためのガイドブック「こまったときの伝えかたガイド（仮称）」を作成した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、東京都立砂川高等学校（定時制）より、１年生（約１５０名）を対象とした「精神疾患

の理解と適切な対応」の授業の中で、多摩立川保健所からも「相談」について話をしてほしいと

の依頼を受けたことから、「こまったときの伝えかたガイド（仮称）」の紹介と、アンケート調査

を実施した。その結果、アンケート回答のあった１１２名のうち９９名の生徒から、このガイド

ブックを「手に取ってみようと思う」との回答が得られた。また、「内容が見やすい」「文章・言

葉がとても優しかった」「自己分析がしやすい」「相談するきっかけになる」「自分の気持ちを伝え

る時にかける言葉などが書いてあるので、使える時に使いたい」等の好意的な意見が寄せられた。 

 

４４  今今後後のの取取組組 

 令和６年度は、若者や支援者の現状・課題を洗い出すとともに、ネットワーク会議参加機関を

中心に、関係機関同士の役割の理解を深め、連携に対する意識を共有することができた。 

令和７年度は、令和６年度に引き続きネットワーク会議を開催し、会議から見えてきた「支援

者が一歩踏み込んだ対応をとるためにはどうしたらいいか」「生徒に相談してもらうためにはどう

したらいいか」という二つの課題に対応していくため、関係機関同士の役割の理解を深めながら、

各機関での一歩踏み込んだ対応（連携のポイントの抽出・整理等）について検討を行う。 

 また、圏域内での支援力及び連携に対する意識の向上を図るため、地域関係者向けの講演会を

継続実施する。 

 子ども・若者の言語化をサポートするガイドブックについては、ネットワーク会議や高校生か

らの意見を取り入れながら検討を進め、令和７年度中に作成し、配布する。 

これらの取組を通して、引き続き若者の自殺対策を推進するための地域ネットワークの強化を

図っていく。 

表紙 

気持ち・気になること等 

自分の状況を整理する 

ためのページ 

相談するときの言葉等

相談をサポートする 

ためのページ 

相談先紹介 
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